
 

 

 

原油が反発、EIAが価格見通し引き上げ 金は反落 

9日朝方の国内商品先物市場で、原油は反発して取引を始めた。取引量が多い 2024

年 1月物は 1 キロリットル 7万 3220円と前日の清算値に比べ 590円高い水準で寄り

付いた。米エネルギー情報局（EIA）が 8日、23年後半と 24年の原油価格見通しを

上方修正した。米景気の底堅さに加え、産油国による減産で需給が引き締まるとの見通し

を反映したことで、国内原油先物にも買いが入った。 

夜間取引では一時 7万 3600円と、取引量が多い限月として 22年 11月中旬以来、

約 9 カ月ぶりの高値を付けていた。 

金は反落している。中心限月の 24年 6月物は 1 グラム 8867円と前日の清算値と比べ

22円安い水準で寄り付いた。8日発表の中国の 7月の貿易統計で、輸出と輸入がとも

に前年同月比で減少した。金の需要が鈍るとの見方から売りが出た。 

白金は続落し、中心限月の 24年 6月物は 1 グラム 4148円と前日の清算値を 56円

下回る水準で取引を始めた。中国で 7月の輸出入が減少したことを受け、宝飾品などの

需要が弱まるとの見方から売りが出た。 
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出光興産の 4〜6月、純利益 75%減 原油高一服で 

出光興産が 8日発表した 2023年 4〜6月期の連結決算は、純利益が前年同期比 75%

減の 454億円だった。原油高が一服し備蓄する石油の在庫評価損益が利益から損失に

転じた。定期補修などで製油所の稼働率が落ち、燃料や化学品の販売が振るわなかっ

た。資源開発事業の好調や電力事業の回復で補えなかった。 

売上高は 17%減の 1兆 8189億円だった。指標とするドバイ原油の価格は 1バレル

あたり平均約 78ドルと前年同期より 28%下がり、燃料油の販売価格が落ちた。北海

道や千葉県の製油所の定期補修が重なり、アジア向けの燃料油の輸出量も減った。航

空需要が持ち直しジェット燃料の販売は堅調だった。 

営業利益は 81%減の 448億円。販売価格と数量が落ちた燃料油事業などが低調だっ

た一方、資源開発事業は石炭価格が前年同期より上がり持ち分法投資損益を含めて増

益を確保した。在庫影響を除いた純利益は 29%減の 487億円だった。 

24年 3月通期の業績予想は売上高が前期比 12%減の 8兆 3000億円、純利益は

61%減の 1000億円と据え置いた。 
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日本生命、石油・ガス採掘を投融資対象外に 脱炭素促す 

日本生命保険は石油やガスの採掘プロジェクトを投融資の対象から外す。石炭採掘への投融資か

ら撤退する金融機関は増えているが、石油・ガスも含めるのは国内生保で初めて。企業に脱炭素の

取り組みの加速を促すねらいで、他の金融機関にも同様の動きが広がる可能性がある。 

7日、ESG（環境・社会・企業統治）投融資に関する取り組み方針を改定した。特定の業種へ

の投融資を控える「ネガティブスクリーニング」の手法で、これまで除外していた石炭火力発電事業に

加え、炭鉱や油田、ガス田を新規開発するプロジェクトも投融資から除外する。 

日本生命が加盟する金融機関の有志連合、NZAOA（ネットゼロ・アセットオーナー・アライアンス）

が 3月、加盟企業に対して上流の油田やガス田への新規投資はすべきではないとの提言を発表し

たことに対応した。 

大気中から温暖化ガスを回収して地下に埋めたり再利用したりする「CCUS」などの排出対策を取っ

ていたり、すでに採掘を進めていたりするプロジェクトは引き続き投融資の対象とする。 

人道的な観点から、環境負荷が高く児童労働の問題が指摘されているパーム油、健康への悪影

響が懸念されるタバコ、核兵器などの関連企業も投融資の対象外とする。日本生命によると、今回

対象から外した分野への同社の投融資残高はゼロで、改定による資産構成への入れ替えは発生し

ないという。 

2023 年 8 月 9 日  担当 虻川 



第一生命保険は石炭採掘事業のプロジェクトファイナンスの引き受けや新規の石炭・石油・ガス火

力発電所への投融資を禁止。住友生命保険や明治安田生命保険も石炭火力発電プロジェクト

を除外している。 

海外では、英銀ロイズ・バンキング・グループは 2022年 10月に石油・ガスのプロジェクトへの投資

から撤退した。独保険大手アリアンツも 22年 4月に投融資や保険の引き受け停止を決めた。 

背景にあるのは、今のままでは石油やガスからの脱却が難しいという危機感だ。温暖化対策の国際

的な枠組み「パリ協定」が目標に掲げる「世界の平均気温上昇 1.5度未満」の達成には、50年ま

でに温暖化ガス排出量を実質ゼロ（ネットゼロ）にする必要がある。 

国際エネルギー機関（IEA）によると、ネットゼロ実現には世界のエネルギー供給に占める石油・ガ

スの割合を、今の 52%から 15%まで減らす必要があるが、現状の政策や企業の取り組みのペース

では 47%とほぼ横ばいにとどまる。 

ウクライナ危機によるエネルギー不足を受け、欧州を中心にロシア依存への危機感が増したことも背

景にある。足元では石油やガスへの依存は避けられないものの、中期的には化石燃料への依存を

減らす重要性が一段と高まっている。金融機関にとっては、新規の油田やガス田の開発に参加して

も近い将来に経済価値を失う「座礁資産」を抱えるリスクがある。 

 

 

 

日経新聞 



 

 

物流 2024年問題対応へ 
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都の廃色用油回収事業に参画 
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ENEOS NUC 基盤強化 総仕上げの時 
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